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１． 各医療圏の地域医療構想調整会議での意見と今後の対応（案）



【１．入院医療提供体制について】

①高齢者の救急搬送増加に対応するため、病院の役割を「救急の拠点となる病院」と「地域包括ケアを支える病院」としているが、

2次救急医療機関がどこに当てはまるのか、役割分担がわかりにくいのではないか。 （石川中央）

②医師の働き方改革により、救急者の受入れを行うことができなくなる医療機関が出てくることも想定した上で、

救急医療提供を維持できる体制を検討していく必要があるのではないか。（石川中央）

【２．外来医療提供体制について】

３次救急医療機関に時間外の外来が集中し、特に小児科の負担が増加していることから、負担軽減に向けた取組が

必要ではないか（石川中央）

【３．在宅医療提供体制について】

医療機関系列の介護施設はACP※をきちんとおこなわれているが、それ以外の介護施設では、まだ浸透しておらず、

救急搬送を受け入れる医療機関の負担につながっているので、県が主導して浸透させて欲しい。（南加賀）

※アドバンス・ケア・プランニング（Advance Care Planning）の略であり、患者の人生の最終段階における医療・療養について話し合い、共有する場

4

１． 各医療圏の地域医療構想調整会議での意見
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高齢者の救急搬送増加に対応するために必要となる病院の役割分担のイメージ

・救急の拠点となる病院 重症急性期の機能を維持しつつ、断らない救急により２４時間受入れ

・地域包括ケアを支える病院 軽症・中等症患者の受入れと転院の速やかな受入れ

１． 各医療圏の地域医療構想調整会議での意見と対応案 入院①

【意見①】石川中央医療圏において病院の役割を「救急の拠点となる病院」と「地域包括ケアを支える

病院」としているが、2次救急医療機関がどこに当てはまるのか、役割分担がわかりにくい

のではないか

＜現状の整理＞

・回復期病床が必要病床数に比べて少ない

・隣県より転院患者数が少なく、自院内で転棟する割合が高い

・2次救急を担う医療機関が多くあり、救急搬送に対応する医師が分散している

・休日・夜間帯に救急医療を担う医師の不足が懸念される

・増加する高齢者の救急搬送の受入れについて役割分担が必要

現状の課題を踏まえ、今後、求められる病院の機能分化・連携の方向性について、
災害・救急医療対策部会（R5.11.22）において協議

R5.12.11「石川中央医療圏地域医
療構想調整会議」資料から抜粋
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【対応①】救急の拠点となる病院は３次救急、３次救急に準ずる医療機関（いわゆる2.5次）が該当

地域包括ケアを支える病院は２次救急が該当し、休日・夜間も救急を受け入れることができる

「救急型」と日中の受け入れや転院受入れを中心に行う「連携型」に分類※してはどうか

※各医療機関の機能・役割を画一的に決めることはできないため方向性として示す

（１）救急の拠点となる病院

・重症度、傷病の種類、年齢に関わらず、365日24時間、救急搬送を断らない

・軽症・中等症患者は地域包括ケアを支える病院が対応できない場合等に受入れ

・急性期治療の終了後に継続的な管理が必要な患者を含めて円滑な転院を促進

（２）地域包括ケアを支える病院

・軽症・中等症患者を中心に救急を受入れ（サブアキュート）

・継続的な管理が必要な患者を含めて、救急の拠点となる病院から転院を

速やかに受け入れ、在宅復帰に向けたリハビリを実施（ポストアキュート）

・地域の高齢者施設との連携強化により、円滑な退院（施設への入所）

と急変時の受入れを実施（在宅医療の後方支援機能）

・在宅医療の担い手が不足する地域においては、訪問診療や看取りも実施

＜救急型＞救急の拠点となる病院とともに休日・夜間も救急を受け入れる

＜連携型＞日中の救急受入れや転院を中心に受け入れる

１． 各医療圏の地域医療構想調整会議での意見と対応案 入院① 役割分担
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１． 各医療圏の地域医療構想調整会議での意見と対応案 入院① 役割分担

＜平日の昼間＞

「救急の拠点となる病院」は年齢を問わず重傷者を中心に受入れ、

「地域包括ケアを支える病院」は、主に軽症・中等症のかかりつけ患者（高齢者等）を受入れる

＜休日・夜間＞

「救急の拠点となる病院」と「地域包括ケアを支える病院(救急型)」が救急搬送を受入れ、

軽症・中等症患者については、翌日以降、「地域包括ケアを支える病院（連携型）」等に転院搬送する

救急の拠点となる病院 救急の拠点となる病院

平日昼間 休日・夜間

地域包括ケアを支える病院

<救急型> <連携型>

地域包括ケアを支える病院

<救急型> <連携型>

主に重症
急性期患者

軽症・中等症
かかりつけ患者
（高齢者等）

軽症・中等症
かかりつけ患者
（高齢者等）

軽症・中等症患者
は早期に転院
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【意見②】

医師の働き方改革により、救急者の受入れを行うことができなくなる医療機関が出てくることも想定した上で、

救急医療提供を維持できる体制を検討していく必要があるのではないか。（石川中央）

１． 各医療圏の地域医療構想調整会議での意見と対応案 入院②

【対応②】

救急搬送データから医療提供体制に課題が生じていないかモニタリングを実施し、休日・夜間の搬送

件数や応需状況について関係者への共有を行うとともに、調整が必要な場合は協議の場を開催するこ

ととしてはどうか



【１．入院医療提供体制について】

【意見①】高齢者の救急搬送増加に対応するため、病院の役割を「救急の拠点となる病院」と「地域包括ケアを支える

病院」としているが、2次救急医療機関がどこに当てはまるのか、役割分担がわかりにくいのではないか

【対応①】救急の拠点となる病院は３次救急、３次救急に準ずる医療機関（いわゆる2.5次）が該当

地域包括ケアを支える病院は２次救急が該当し、休日・夜間も救急を受け入れることができる

「救急型」と日中の受け入れや転院受入れを中心に行う「連携型」に分類してはどうか

【意見②】医師の働き方改革により、救急者の受入れを行うことができなくなる医療機関が出てくることも想定した上で、

救急医療提供を維持できる体制を検討していく必要があるのではないか

【対応②】救急搬送データから医療提供体制に課題が生じていないかモニタリングを実施し、休日・夜間の搬送件数や

応需状況について関係者への共有を行うとともに、調整が必要な場合は協議の場を開催することとしては

どうか
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１． 各医療圏の地域医療構想調整会議での意見と今後の対応（案） 協議事項

＜ご意見いただきたいこと＞

・いただいたご意見への対応について、見直すべき点がないか

・入院医療提供体制について、今回、取り上げた意見以外に、来年度以降、各医療圏の地域医療構想調整会議において

調整すべき事項がないか



【意見】

３次救急医療機関に時間外の外来が集中し、特に小児科の負担が増加していることから、

負担軽減に向けた取組が必要ではないか（石川中央）

１． 各医療圏の地域医療構想調整会議での意見と対応案 外来
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R5.12.11「石川中央医療圏
地域医療構想調整会議」資料



対応

・救急医療（ウォークイン、救急搬送）の適正利用や３次救急医療機関の負担軽減のため、

県において必要な情報を整理し、市町と連携して広報媒体等による啓発を行う

掲載内容：受診や救急要請の判断するための情報サイトや相談窓口（＃8000）の紹介

夜間帯にウォークイン、救急搬送を受け入れる輪番制の当番病院や選定療養費徴収の有無の情報 等

１． 各医療圏の地域医療構想調整会議での意見と対応案 外来

消防庁 全国版救急受診アプリQ助
緊急度判定プロトコル（家庭自己判断）
<大阪大学医学部附属病院監修>

11
https://kodomo-qq.jp/index.php

公益社団法人 日本小児科学会 こどもの救急オンライン

https://www.fdma.go.jp/mission/enrichment/appropriate/appropriate003.html



【２．外来医療提供体制について】

【意見】３次救急医療機関に時間外の外来が集中し、特に小児科の負担が増加していることから、

負担軽減に向けた取組が必要ではないか（石川中央）

【対応】救急医療（ウォークイン、救急搬送）の適正利用や３次救急医療機関の負担軽減のため、

県において必要な情報を整理し、市町と連携して広報媒体等による啓発を行う

掲載内容：受診や救急要請の判断するための情報サイトや相談窓口（＃8000）の紹介

夜間帯にウォークイン、救急搬送を受け入れる輪番制の当番病院や選定療養費徴収の有無の情報 等
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１． 各医療圏の地域医療構想調整会議での意見と今後の対応（案） 協議事項

＜ご意見いただきたいこと＞

・いただいたご意見への対応について、見直すべき点がないか

・外来医療提供体制について、今回、取り上げた意見以外に、来年度以降、各医療圏の地域医療構想調整会議において

調整すべき事項がないか
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１． 各医療圏の地域医療構想調整会議での意見と対応案 在宅

【意見】

医療機関系列の介護施設はACPをきちんとおこなわれているが、それ以外の介護施設では、

まだ浸透しておらず、救急搬送を受け入れる医療機関の負担につながっている。

県が主導して浸透させて欲しい。（南加賀）

【対応】

高齢かつ心肺蘇生を望まない心肺停止患者の意思を確認するため、在宅療養開始や施設

等入居時に、 ACPのうち、救命・延命の意思を確認する項目※を共通フォーマットを示

したうえで浸透させることを検討してはどうか。

（参考：八王子市の事例）

東京都八王子市の救急医療情報キットでは、『もしもの時に医師に伝えたいことがあれば、チェックしてくだ

さい』との設問を設け、「できるだけ救命」「延命してほしい」「苦痛をやわらげる処置なら希望する」「その他」

の回答欄を設けている
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１． 各医療圏の地域医療構想調整会議での意見と対応案 在宅

（参考：八王子市の事例）



【３．在宅医療提供体制について】

【意見】医療機関系列の介護施設はACP※をきちんとおこなわれているが、それ以外の介護施設では、

まだ浸透しておらず、救急搬送を受け入れる医療機関の負担につながっているので、県が主導して

浸透させて欲しい。（南加賀）

※アドバンス・ケア・ プランニング（Advance Care Planning）の略であり、患者の人生の最終段階における医療・療養について話し合い、共有する場

【対応】高齢かつ心肺蘇生を望まない心肺停止患者の意思を確認するため、在宅療養開始や施設等入居時に、

ACPのうち、救命・延命の意思を確認する項目※を共通フォーマットを示したうえで浸透させることを

検討してはどうか。
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１． 各医療圏の地域医療構想調整会議での意見と今後の対応（案） 協議事項

＜ご意見いただきたいこと＞

・いただいたご意見への対応について、見直すべき点がないか

・高齢者救急を受け入れる病院の立場から、八王子市の救命・延命の意思確認をおこなう共通フォーマットの必要性に

ついてご意見いただきたい。

・地域の在宅患者（居宅、介護施設含む）のかかりつけ医の方々に、共通フォーマットとして、活用いただくための

課題はなにか

・在宅医療提供体制について、今回、取り上げた意見以外に、来年度以降、各医療圏の地域医療構想調整会議において

調整すべき事項がないか
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２． 外来医療計画の改定について
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２． 外来医療計画の改定について 計画の概要

医療法（昭和23 年法律第205 号）第30 条の４第２項第10 号の規定に基づく、医療計画における「外来医療に係る

医療提供体制の確保に関する事項」を定めたもの

都道府県は、二次医療圏その他の当該都道府県の知事が適当と認める区域（以下「対象区域」という。）ごとに、協

議の場を設け、関係者との連携を図りつつ協議を行い、その結果を取りまとめ公表

外来医療計画とは

医療計画における位置づけ（国資料より抜粋）
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２． 外来医療計画の改定について 全体構成

１ 外来医療機能の明確化・連携

①外来医師偏在指標及び外来医師多数区域の設定

厚生労働省が二次保健医療圏単位で外来医師偏在指標を算出し、算出した外来医師偏在指標の値が上位 33.3％の

二次保健医療圏を外来医師多数区域として設定

②二次保健医療圏ごとに不足する外来医療機能の検討

二次保健医療圏単位で、不足する外来医療機能を検討と目標を設定

③紹介受診重点医療機関の明確化

紹介受診重点医療機関となる医療機関の名称、外来機能報告で把握可能な紹介受診重点外来の実施状況等の情報

④協議の場の運営

二次保健医療圏ごとに、外来医療機能の偏在・不足等への対応について協議する場の運営に関する事項

・外来医師多数区域の新規開業者に対して不足する医療機能を担うよう要請する

・地域の実情に応じて、外来医師多数区域以外において、又は新規開業者以外の者に対しても

不足する医療機能を担うよう要請することができる

２ 医療機器の共同利用

①医療機器の配置状況に関する情報

厚生労働省が二次保健医療圏単位で医療機器の項目ごとに、性・年齢構成を調整した人口当たり機器数を用いて

指標を算出

②機器の保有状況等に関する情報・区域ごとの共同利用方針

医療機器の配置状況・稼働状況を可視化し、共同利用についての方針を記載

③協議の場の運営

二次保健医療圏ごとに設置する、医療機器の共同利用への対応について協議する場の運営に関する事項

記載事項（外来医療に係る医療提供体制の確保に関するガイドラインに基づく記載事項） ※赤字下線部は今回追加
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２． 外来医療計画の改定について 追加・変更事項①

ガイドライン改正による追加・変更事項 対 応

③紹介受診重点医療機関の明確化

患者が医療機関を選択するに当たり、外来機能の情報が十分得ら

れず、また、患者にいわゆる大病院志向がある中で、一部の医療

機関に外来患者が集中し、患者の待ち時間の増加や勤務医の外来

負担等の課題が生じていることから、患者の流れの円滑化を図る

ため、医療資源を重点的に活用する外来（紹介受診重点外来の機

能に着目し、当該外来医療を提供する基幹的な役割を担う意向を

有する病院又は診療所）として、紹介受診重点医療機関を明確化

することとした。

・各医療圏の地域医療構想調整会議において、紹

介受診重点外来の実施状況等に基づき確認・協議

を行い、紹介受診重点医療機関を明確化

・紹介受診重点医療機関の一覧は県ホームページ

に掲載済

④協議の場の運営

外来医師多数区域*以外の区域において、又は新規開業者以外の者

に対しても、地域の実情に応じて、地域で不足する医療機能を担

うよう求めることができることとする。

※本県においては、石川中央医療圏

・各医療圏の地域医療構想調整会議において、協

議を行い、全ての医療圏において、新規開業者以

外の者に対しても「必要とされる場合、関係する

医療機関に地域医療構想調整会議への出席を求め、

地域で不足する外来医療機能を担うよう要請す

る」ことで合意

１ 外来医療機能の明確化・連携
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２． 外来医療計画の改定について 追加・変更事項②

ガイドライン改正による追加・変更事項 対 応

②機器の保有状況等に関する情報・区域ごとの共同利用方針

地域の医療資源を可視化する観点から、令和５年４月 1 日以降に

医療機器を新規購入した医療機関に対して、医療機器の稼働状況

について 、都道府県への報告を求めることとする。 なお 、外来

機能報告対象医療機関は、外来機能報告による報告を以て当該利

用件数の報告に替えること ができるものとする 。

・各医療圏の地域医療構想調整会議において周知

・様式を県ホームページに掲載予定

２ 医療機器の共同利用

（参考）
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３． 【情報提供】 国の動向



10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

スケジュール

R5 R6

報告期間 協議・選定

＜今後のスケジュール＞

・報告されたデータに基づき令和6年3月に協議の場（各医療圏の地域医療構想調整会議：書面）にて協議・選定

22

次年度の紹介受診重点医療機関の選定 スケジュールと留意事項

データ不備
未回答への対応

＜留意事項＞

・現在、紹介受診重点医療機関として公表されている医療機関について、次年度、継続しない（紹介受診重点医療

機関でなくなる）場合、協議を行う必要があり、協議が続いている間は、紹介受診重点医療機関の状態が継続さ

れます

・基準を満たさないが、協議の結果、紹介受診重点医療機関として確認された医療機関について、次年度、継続

する場合、基準を満たさなかった理由等を説明いただいた上で協議を行います

必要な場合
再協議



（参考）「外来機能報告等に関するガイドライン」
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次年度の紹介受診重点医療機関の選定 協議の進め方
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次年度の紹介受診重点医療機関の選定 協議の進め方
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R4.11.28 第93回社会保障審議会医療部会 資料
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R5.9.29 第102回社会保障審議会医療部会 資料
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R4.12.14 第173回社会保障審議会医療保険部会 資料



28

R4.12.14 第173回社会保障審議会医療保険部会 資料
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R5.12.15 第573回中央社会保険医療協議会・総会 資料
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R5.12.15 第573回中央社会保険医療協議会・総会 資料


